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1. 2020年度決算 

（1）損益の概要 ①連結 

④店舗ネットワーク再編に伴う減損損失 

 

     

約15億円 ➡ 計画通り実施      

(億円)

当初計画比 前年度比

業務粗利益 549 537 578 +41 +29

コア業務粗利益 506 514 579 +64 +72

資金利益 410 416 468 +52 +58

役務取引等利益 99 95 103 +7 +3

経費 425 430 413 ▲16 ▲11

業務純益 125 90 149 +58 +24

コア業務純益 80 84 165 +81 +84

経常利益 78 76 157 +81 +78

当期純利益 31 50 108 +57 +76

顧客向けサービス損益 ▲32 ▲27 3 +30 +35

＜主要指標＞ (%)

自己資本比率 9.39 8.82 9.47 +0.65 +0.08

OHR（コア業務粗利益ベース） 84.0 83.6 71.4 ▲12.2 ▲12.6

ROA（コア業務純益ベース） 0.14 0.15 0.27 +0.12 +0.13

ROE（当期純利益ベース） 1.16 2.02 3.95 +1.93 +2.79

2019年度

実績

2020年度

当初計画

2020年度

実績

連結 
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（1）損益の概要 ②単体 

1. 2020年度決算 

④店舗ネットワーク再編に伴う減損損失 

 

     

約15億円 ➡ 計画通り実施      

単体 
(億円)

当初計画比 前年度比

業務粗利益 519 510 546 +36 +27

コア業務粗利益 476 487 546 +59 +70

資金利益 415 426 473 +47 +58

役務取引等利益 65 58 67 +9 +2

業務純益 121 87 142 +54 +20

コア業務純益 71 81 154 +73 +83

経常利益 74 80 149 +69 +75

当期純利益 33 56 106 +50 +73

顧客向けサービス損益 ▲44 ▲39 ▲9 +29 +35

与信関連費用 69 50 29 ▲21 ▲ 40

市場部門収益 182 160 175 +15 ▲ 7

＜主要指標＞ (%)

自己資本比率 9.06 8.51 9.15 +0.64 +0.09

OHR（コア業務粗利益ベース） 85.0 83.3 71.7 ▲11.6 ▲ 13.3

ROA（コア業務純益ベース） 0.12 0.13 0.25 +0.12 +0.13

ROE（当期純利益ベース） 1.27 2.24 4.03 +1.79 +2.76

2019年度

実績

2020年度

当初計画

2020年度

実績
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+35  ▲7  

+40  

▲17  
+25  

当
期
純
利
益
（
連
結
） 

31 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
損
益
（
単
体
） 

市
場
部
門
収
益 

与
信
関
連
費
用 

法
人
税
等 

そ
の
他 

2019年度 

実績 

 

2020年度 

実績 

 

 顧客向けサービス損益の改善や与信関連費用の減少等により108億円（前年度比＋76億円）となった 

（億円） 

当
期
純
利
益
（
連
結
） 

108 

前年度に店舗ネットワークの再編による 

一過性の特別損失17億円計上 

1. 2020年度決算 

（1）損益の概要 ③当期純利益 
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顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
損
益
（
子
会
社※

） 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
損
益(

連
結
） 

+13 

+3 

   

+18 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
損
益
（
単
体
） 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
損
益(

単
体
） 

▲44 

貸
出
金
利
息(

預
金
利
息
控
除
後) 

+3 

役
務
取
引
等
利
益 

+7 

人
件
費 

+2 

物
件
費 

そ
の
他 

+3 

2019年度 

実績 

 

 貸出金利息の増加や、2,000名体制に向けた計画的な人員減少による人件費削減等により、単体のマイナス幅は
35億円縮小し、連結では黒字となった 

 

（億円） 

▲9 

1. 2020年度決算 

（2）顧客向けサービス損益 ①概要 

2020年度 

実績 

 
単体 連結 

2020年度 

実績 

 

※連結調整額を含む 
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1. 2020年度決算 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ①概要 

 貸出金利息および役務取引等利益が当初計画を上回り、物件費が当初計画を下回った結果、顧客向けサービ
ス損益は▲9億円（当初計画比＋29億円）となった 

298 310 316 

65 58 67 

▲226  ▲218  ▲219  

▲153  ▲160  ▲149  

▲28  ▲28  ▲25  

▲500  

0

500

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

（億円） ▲44 
▲39 

▲9 

貸出金利息 

（預金利息控除後） 

役務取引等利益 

人件費 

物件費      

その他経費  

+29 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準
を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想
を   若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比
下回り 

＋6 

▲0 

+10 

+9 

＋3 
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104  112  118  

71  
80  82  

107 
108 109 

60  
60  62  

0.87  0.86  0.85  

0

500

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

(％) （百億円） 

1. 2020年度決算 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ②貸出金利息 

 貸出金利息は、中小企業（法人リテール）向け残高が増加した結果、当初計画を5億円上回る319億円となった 

343 

373 

法人                  
（リテール） 

法人                 
（ホール） 

貸
出
金
平
残
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
出
金
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.00 

個人 

地公体 

362 

※ 値はすべて部分直接償却額控除前 

301 319 313 
（億円） 
貸出金利息 億円 億円 億円 

百億円 
百億円 百億円 
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1. 2020年度決算 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ③役務取引等利益 

 役務取引等利益は、個人への預かり資産販売が堅調に推移したことに加え、法人への課題解決に向けたコンサル
ティング営業が奏功した結果、当初計画を上回った 

68  66  65  

12 11 14 

31 
26 

34 

▲46  ▲46  ▲47  

▲50  

150

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

（億円） 

65 
58 

67 

法人ソリューション収益 

個人ソリューション収益 

（預かり資産、信託業務関連） 

その他役務取引等収益 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準
を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想
を   若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比
下回り 

0 

役務取引等費用 

役務取引等利益 
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1. 2020年度決算 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ④経費 

 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準
を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想
を   若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比
下回り 

人件費 

 人件費は、人員数が計画通り減少した結果、当初計画比ほぼ横ばいの219億円となった 

 物件費は、コロナ禍の影響により営業活動を含めた様々な制限を受けたことから、当初計画を10億円下回った 

物件費 

46 42 42 

180  175  176  

2,330  
2,217  

0

2,500

0

350

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

(人) （億円） 

従
業
員
数
（
出
向
除
く
）
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

賞与 

人
件
費
（
棒
グ
ラ
フ
） 

226 219 218 

0

200

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

（億円） 

153 149 
160 

将来に向けた新規投資（主要項目） 

2020年度実績 

投資額 
(億円) 

償却額 
(百万円) 

窓口ATM・受付ナビ等の事務改革関連 10 175 

スマホアプリ等のデジタルチャネル関連 8 90 
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1. 2020年度決算 

（3）与信関連費用（単体） 

182 
193 

0

250

0

150

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

(億円） （億円） 

69 

50 

29 

▲21 

与
信
関
連
費
用
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
倒
引
当
金
残
高
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

 与信関連費用は、コロナ禍の影響を鑑みて、50億円を計画していたが、影響は限定的であったため、当初計画を
下回った 

一般貸倒引当金の計上方法
変更による引き当ての増加
についての記載要否 
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1. 2020年度決算 

（4）市場部門収益（単体） 

 

145 

115 

165 

37  

45  

10  

1.26  

1.10  

1.28  

0

300

2019年度 

実績 

2020年度 

当初計画 

2020年度 

実績 

(％) 
（億円） 

182 
160 

175 

インカム
収益 

キャピタル
収益 

+15 市
場
部
門
収
益
（
棒
グ
ラ
フ
） 

市
場
部
門
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.50 

▲35 

+50 

 市場部門収益は、一部投資信託の損出し入替により、キャピタル収益が当初計画を下回ったものの、ポートフォ
リオ・リバランスが奏功し、インカム収益が大幅に増加した結果、当初計画を15億円上回った 政策投資株式売却益の 

記載要否 
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２. 2021年度計画 
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（1）損益の概要 ①連結・単体 

単体 

2.2021年度計画 

(単位：億円) 

2020年度 
実績 

2021年度 
計画 前年度比 

経常利益 157 160 +2 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

108 106 ▲2 

顧客向けサービス損益 3 14 +10 

連結 

2020年度 
実績 

2021年度 
計画 前年度比 

コア業務純益 154 166 +11 

経常利益 149 157 +7 

当期純利益 106 107 +0 

顧客向けサービス損益 ▲9 +0 +9 

与信関連費用 29 30 +0 

市場部門収益 175 178 +2 



15 

（1）損益の概要 ②当期純利益（単体） 

 当期純利益は、市場部門収益の増加および顧客向けサービス損益の改善により、前年度比ほぼ横ばいの107億円
を計画する 

2.2021年度計画 

175 178 

▲9  
▲29  

▲30  

▲39  ▲49  

9  8  

▲150  

50

250

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

（億円） 

106 
107 

市場部門収益 

その他収益 

顧客向けサービス損益 

与信関連費用 

+0 

法人税等 

 市場部門収益は                    
新型コロナウイルスの影響で            
インカムゲインを確保できる         
ポートフォリオの構築が難しく減少見
込み 

 顧客向けサービス損益は            
貸出金残高の伸びを背景に増加見
込み 

 与信関連費用は                 
前年度に大幅に予防的な引当の      
積み増しを実施していることから減少
見込み                             

+2 

＋9 
▲0 

▲0 

▲9 

＋0 
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（2）顧客向けサービス損益（単体） ①概要 

 2024年度の中間目標で設定していた顧客向けサービス損益の黒字化は、貸出金利息の増加や計画的な人員
減少による人件費の削減に取り組むことにより、今年度に前倒しでの達成を計画する 

2.2021年度計画 

316 324 

67 64 

▲219  ▲211  

▲149  ▲150  

▲25  ▲26  

▲500  

0

500

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

（億円） ▲9 
+0 

貸出金利息      

（預金利息控除後）  

役務取引等利益 

人件費 

物件費 

その他経費 

+9 

 役務利益は景気悪化懸念から      
預かり資産販売が伸び悩みを主
因に       前年度比6億
円の下回り 

 一方、貸出金利息は純一般融
資の 残高増加を主因に前年
度比を11億円 増加し、「入り」
は4億円上回り 

 経費は物件費の増加を人件費
の         減少でカバーし
、1億円減少見込み 

▲3 

＋7 

＋7 

▲0 

▲1 
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 法人向け融資およびホームローンの増加により、貸出金利息は前年度比6億円の増加を計画する 

118  122  

82  87  

109 113 

62  
63  

0.85  0.84  

0

600

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

(％) （百億円） 

法人                  
（リテール） 

法人                 
（ホール） 

貸
出
金
平
残
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
出
金
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.00 

個人 

地公体 

373 
386 

2.2021年度計画 

+3 

＋4 

＋4 

+0 

※ 値はすべて部分直接償却額控除前 

326 319 （億円） 
貸出金利息 

+6 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ②貸出金利息 

＋13 

億円 

百億円 
百億円 

億円 

百億円 

億円 
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65  62  

14  17  

34  32  

▲47  ▲47  

▲60  

0

60

120

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ③役務取引等利益 

 役務取引等利益は、銀行間手数料の引下げに伴う為替手数料の減少などにより前年度比3億円の減少を計画
する 

67 64 

法人ソリューション収益 

個人ソリューション収益 

（預かり資産・信託業務関連） 

その他役務取引等収益 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準
を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想
を   若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比
下回り 

▲3 

2.2021年度計画 

役務取引等費用 

▲3 

▲2 

▲0 

+2 

役務取引等利益 

(億円) 

64億円に修正 
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2.2021年度計画 

（2）顧客向けサービス損益（単体） ④経費 

 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準
を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想
を   若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比
下回り 

人件費 

 人件費は、人員数の計画的な減少により、前年度比7億円の減少を計画する 

 物件費は、前年度比ほぼ横ばいの150億円を計画する 

物件費 

42 41 

176  169  

2,217  
2,146  

0

2,500

0

350

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

(人) （億円） 

賞与 

従
業
員
数
（
出
向
除
く
）
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

人
件
費
（
棒
グ
ラ
フ
） 

211 219 
▲7 

0

200

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

（億円） 
150 149 

＋0 

将来に向けた新規投資（主要項目） 

2020年度計画 

投資額 
(億円) 

償却額 
(百万円) 

窓口ATM・受付ナビ等の事務改革関連 22 161 

スマホアプリ等のデジタルチャネル関連 2 7 
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（3）与信関連費用（単体） 

 与信関連費用は、前年度比ほぼ横ばいの30億円を計画する 

2.2021年度計画 

193  

220  

0

250

0

50

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

(億円） （億円） 

29 

与
信
関
連
費
用
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
倒
引
当
金
残
高
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

+0 30 

一般貸倒引当金の計上方法
変更による引き当ての増加
についての記載要否 
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（4）市場部門収益（単体）（1/2）  

 市場部門収益は、前年度比2億円増加の178億円を計画する 

2.2021年度計画 

165 165 

10  13  

1.28  
1.24  

0

300

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

(％) （億円） 

175 178 

インカム
収益 

キャピタル
収益 

+2 市
場
部
門
収
益
（
棒
グ
ラ
フ
） 

市
場
部
門
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.50 

+0 

+2 
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 １％以上の安定的な利回りを獲得できるポートフォリオの構築と運営に取り組む 

 自己運用力の強化 

• 独自の「マルチアセット運用」をスタートし、新たなスタイルを実践しながら習得 

 ヘッジ手法の駆使 

• 相場状況に応じた機動的なヘッジにより、ポートフォリオの評価損益変動を抑制 

2021年度の取組 

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

運用委託 

自己運用 

残
高
（
末
残
ベ
ー
ス
） 

37％ 

63％ 61％ 

※ 

39％ 

13,924億円 14,377億円 

 運用パフォーマンスのさらなる向上 

 市場の変調に対する備え 

課題 

2.2021年度計画 

（4）市場部門収益（単体）（2/2）  

基
本
方
針 

 自己運用と運用委託をバランスよく組み合わせ、安定収益を確保 

 市場環境の変化に応じた機動的なポートフォリオ・リバランスを実施 

 新たな運用資産や手法を活用し、コアとなる収益源を多様化 

 資産・地域・時間の分散を徹底し、リスクを分散・低減 

※61％内訳 
 円債 41％、外債 7％、 
 株式 8％、投信等 5％ 
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 配当は「安定的な配当の継続」を基本方針としており、一株当たり年80円を計画する 

（5）株主還元 

60  

70  70  70  70  

80  80  80  80  

50

100

2013年度 

（実績） 

2014年度 

(実績） 

2015年度 

（実績） 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（実績） 

2018年度 

(実績） 

2019年度 

（実績） 

2020年度 

(予定） 

2021年度 

（計画） 

（円） 

2.2021年度計画 

1株当たり配当金  

人件費 
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３. 2021年度アクションプラン 
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（1）経営計画概要 

3.2021年度アクションプラン 

 地域の発展  活力創造人材の創出  収益性の向上 

  事業戦略 
個々のお客さまへの           

深耕戦略 
お客さまアプローチの         

高度化戦略 
地域課題解決の            

事業化戦略 

10年後に        
目指すゴール 

5年後の       
中間目標 

活力創造に関わる資格※ 

保有者数1,000人 

ROA                
0.35％以上 

経営人材創出数        
350人 

奈良県GDP             
約3,500億円増加 

なんとミッション 

  基盤戦略 チャネル戦略 人材戦略 市場運用戦略 

6つの 
戦略 

 目指すゴールの達成に向け、地域と当行の持続可能性を高める仕組みづくりに取り組んでいる 

ROA 0.25％以上 

顧客向けサービス損益黒字化 

OHR 70％未満 

※活力創造に関わる資格：公認会計士・税理士・中小企業診断士・FP1級・証券アナリスト・社会保険労務士・応用情報技術者・情報処理安全確保支援士・宅地建物取引士・日商簿記2級以上 
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（2）なんとメソッドによるGDP増加に向けた取組 

 生産性向上を起点として、お客さまが抱える課題の解決に当行グループが主体的に取り組むことで、地域の経済活動
に好循環を生み出し、GDP増加を実現する 

3.2021年度アクションプラン 

分配面 

（所得） 

支出面 

（消費・投資） 

生産性向上 

生産面 

（付加価値） 

当行グループの主体的な取組によるGDPの増加 

※なんとメソッド 
✓お客さまが抱える課題（生産性向上・事業承継・ 
  資産形成）を解決し、収益化する仕組み 

資産形成 

事業化支援 
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（3）2021年度アクションプラン骨子（1/3） 

 2020年度の顧客向けサービス損益は前期比＋35億円の改善となり、当初計画を上回る進捗となった 

 2024年度中間目標（顧客向けサービス損益・OHR・ROA）は今年度に達成を見込むとともに、アクションプランの
着実な実行により、これらの定着化と更なる向上に取り組む 

A A P 

5年後の 

中間目標 
5年後の 

中間目標 

・・・ 2019年度 2024年度 2021年度 ・・・ 

早期達成 

中間目標 
2019年度
実績 

2020年度 
実績 

2021年度 
計画 

… 
2024年度 
中間目標 

顧客向けサービス損益 ▲44億円 ▲９億円 0億円 黒字化 

OHR 85.0％ 71.7％ 69.9％ 70%未満 

ROA 0.12％ 0.25％ 0.25％ 0.25％以上 

活力創造に関わる 
資格保有者 

422人 458人 594人 1,000人 

顧客向けサービス損益黒字の定着化 

経営計画の目指すゴール 

（2019年12月13日公表） 

3.2021年度アクションプラン 

2020年度 
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（3）2021年度アクションプラン骨子（2/3） 

 長期化するコロナ禍における資金繰り支援を徹底するとともに、地域発展に向けた取組を加速させる 

 上記を実現するためのグループ連携体制、必要人材確保・育成、デジタル技術の活用法を具体化する 

3.2021年度アクションプラン 

        なんとメソッドの確立 

           〇生産性向上 〇事業承継 〇資産形成 

            ✓資金繰り支援を通じたお客さま接点の増加 

   ✓お客さまを知る活動の浸透 

 コロナ禍の 

資金繰り支援 

コスト・リソースの最適化 

✓33店舗の共同店舗化等を実施 

✓受付ナビ等の事務改革・業務削減による業務のスリム化 

個々のお客さまへの 

深耕戦略 

お客さまアプローチの 

高度化戦略 

地域課題解決の 

事業化戦略 

チャネル戦略 

人材戦略 

市場運用戦略 

地域発展への取組と収益化 

     〇生産性向上・・・P31 
       ✓経営者が目指す未来像の共有 

     〇資産形成・・・P32 

       ✓若年層を中心とした接点創出 

     〇事業化支援・・・P34 

       ✓創業支援、事業創出、エクイティ  

 コロナ禍の資金繰り支援の徹底・・・P30 

地域課題への取組 

✓関連子会社の設立や創業支援パッケージの創設など体制整備 

経営基盤の強化 

     〇人材確保・育成・・・P35  

     〇業務効率化・・・P36 

     〇リスク管理・ガバナンスの高度化・・・P38 

2020年度アクションプラン 

1％以上の安定的な利回りを獲得できるポートフォリオの構築と運営 

2021年度アクションプラン 

基盤戦略 

事業戦略 
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（3）2021年度アクションプラン骨子（3/3） 

 グループ経営の高度化とDXの推進を2本の柱として、地域・お客さまの課題解決の仕組を構築する 

3.2021年度アクションプラン 

生産性向上 

資産形成 

南
都
銀
行 

事業化支援 

連携 

 

 顧客の囲い込みと、顧客データ活用の深化による適切なクロスセル 

 チャネルの拡大・多様化による顧客基盤拡大と、顧客一人（一社）あたりの収益
の増加 

ビジネスプロセスの変革 
 紙・対面・押印を前提とした非効率な事務の見直し 

 Web・アプリも含めたチャネルの最適化 

ビジネスモデルの変革 
 データ収集・分析の高度化とそれを活用した商品・サービスの開発 

 お客さまの真のニーズを満たすサービスの提供 
顧客・収益基盤の維持
・拡大 

グ
ル
ー
プ
経
営
の
高
度
化 

D 
X 
の 
推 
進 

南都リース 

南都カードサービス 

南都コンピュータサービス 

南都コンサルティング 

南都キャピタルパートナーズ 

南都まほろば証券 

奈良みらいデザイン 

南都銀行 

グ
ル
ー
プ
一
体
で
の 

課
題
解
決 

南都ディーシーカード 

地域発展への取組と収益化 

 ・・・P33、P36 

 ・・・P33 

高度な 
金融サービスを 
提供できる 

グループを目指す 
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3.2021年度アクションプラン 

（4）①コロナ禍の資金繰り支援の徹底 

2021年度の取組 

実行額 

新規融資※ 2,786億円 

条件変更（既存融資） 917億円 

事業者※ 879億円 

住宅ローン 38億円 

 

 コロナ関連融資先との対話深掘りによるリレーション強化 

 実態把握の高度化による格付・自己査定の精度向上 

 

 
• 事業特性・ステージに合わせたファイナンススキームの提供、 
資金繰り支援の継続 

（リバランス、資本性ローン、エクイティ出資） 

• 本業支援（生産性向上）への取組強化 

 

2240 2303 

1349 

3297 

0

4000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

先
数 

純一般融資新規先数の推移 

コロナ関連融資取組状況 （2021/3末時点） 

これまでの取組 

1769 

1721 

950 
831 562 

425 

423 

195 
1472 

建設業 

製造業 

小売業 

卸売業 

飲食業 

医療・福祉 

生活関連サービス・娯楽業 

不動産業 

その他 

コロナ関連業種別利用状況 

 資金調達環境の変化 

 業績悪化による信用リスクの高まり 

（先） 

うちコロナ関連
2,474先 

2021年度 
アクションプラン 

 お客さまとの対話深掘りによりリレーションを強化し、資金繰り支援と本業支援に取り組む 

コロナ禍の長期化による影響 

資金繰り支援だけでなく、お客さまを「知る」活動を徹底し、
お客さまの課題に対応 

 ⇒M&A売りニーズ、人材ニーズ等が顕在化 

※対象先：中小企業者・個人事業主（ホール先除く） 
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141 164 

619 
742 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

50

100

150

200

250

2019年度 2020年度 

ビジネスマッチング 

手数料金額 

成約件数 
16 

27 

4 
286 

344 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2019年度 2020年度 

Ｍ＆Ａ 

受託（買い） 

受託（売り） 

情報件数 

3.2021年度アクションプラン 

（4）②生産性向上支援に向けた取組 

2020年度の実績 

お
客
さ
ま
の 

生
産
性
向
上 

経
営
者
と
の
対
話 

（
知
る
活
動
） 

IT化支援（BPO等） 

SDGs支援 

M&A 

事業承継 

2021年度 
アクションプラン 

 お客さまの生産性向上に向けて、経営者との対話を徹底する中で、経営者が目指す未来像
を共有し、その実現のためグループ一体で課題解決に取り組む 

法人ソリューション収益（単体）：17億円 

必要なリソースの特定 

 高度人材 

• 経営人材（経営者の右腕＝番頭） 

• 生産性の高い人材（専門家・高度外国人） 

 先進技術・海外販路 

• 戦略的アライアンスパートナー    etc. 

経営者が目指す未来像を共有する 

（経営体制の強化・改革など） 

6 
0 

4 

2019年度 2020年度 

人材紹介 

成約 

内定 
12  

14  

0

10

20

2019年度 2020年度 

法人ソリューション収益 

（単体） 

億円 

件 
件 

ビジネスマッチング 

当行グループのスタンス 
• 長期的な信頼関係の構築 

• ヒト・チエの課題も主体的に解決 

人材紹介・育成 

件 百万円 
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3,022  

4,296  

58.2% 57.6% 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2019年度 2020年度 

ホームローン（新規実行先数） 

新規実行先数 

給振セット率 

(全体) 

 

3.2021年度アクションプラン 

（4）③資産形成支援に向けた取組 

2020年度の実績 

2021年度 
アクションプラン 

 若年層との接点創出に焦点を当て、顧客基盤の拡大を図る 

 お客さまのライフステージに合わせた資産形成を中長期目線で支援する態勢を強化・拡充する 

出生 退職 就業 

顧客基盤 
の拡大 

個
人
資
産 

次
世
代
へ
の 

資
産
承
継 

銀証連携の強化 

相続・信託サービス拡充 

資産形成 

個人ローンからのメイン口座化 

 アプリ・インバンの機能向上等、 
デジタル化の加速 

 職域営業の強化 

 カードローンの利便性向上 

 広告戦略の見直し 

 投信口座のWEB開設機能実装 

若年層との接点創出 

18歳 25歳 

66 65 

36 37 

0

50

100

150

2019年度 2020年度 

信託業務（件数） 

遺産整理

業務 

遺言信託 

先 

件 

102 102 

計画：信託業務件数110件 

計画：預かり資産残高2,400億円 

35,591  
36,894  

32.4% 
33.1% 

27.0%30,000
30,500
31,000
31,500
32,000
32,500
33,000
33,500
34,000
34,500
35,000
35,500
36,000
36,500
37,000
37,500
38,000
38,500
39,000
39,500
40,000

2019年度 2020年度 

投信積立口座数 

投信積立

口座数 

投信積立

割合 

1,167  
1,435  

574  

725  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2019年度 2020年度 

預かり資産残高 

南都まほろば

証券 

南都銀行

(投信） 

億円 

2,160 

1,741 
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テーマ 2020年度アクションプラン 実績 

店舗ネットワーク再編 2020年6月1日 
107拠点からさらに進める 

2021年4月時点 
105拠点 

事務改革 ・窓口ATM：40か店追加導入 
・受付ナビ：全店展開 
・集中化：1~2店に試行導入 

40か店導入済み 
全店展開済み 
2店で試行 

商品廃止 30%削減 868商品から323商品（37％）を廃止・新規取り扱い中止 

本部業務削減 20%削減 67万時間/年を見える化 

区分 目的 2021年度の具体的な取組み 

チャネル  次世代型店舗への転換と最適配置 
 WEB・アプリも含めたチャネルの最適化 

 相談業務中心の店舗コンセプトの検討開始 
 非対面口座開設機能の強化 

営業活動支援  営業活動をデジタルでサポートする仕組みの構築  データ統合基盤の基本設計完了 
 オンライン相談可能なデジタルインフラの実装 

営業店事務  窓口手続のペーパーレス化 
 事務スピードの向上 
 事務のセンター集約（後方事務極小化） 

 SBTレスの実現 
 次期事務フロー（簡素化・自動化）の基本設計完了 

本部  行内業務の印鑑レス・ペーパーレス化 
 BCP対策としての本格的リモートワーク体制の実現 

 最新ITデバイスの実装 
 ITを前提とした業務プロセスの基本設計完了 
 本格的リモートワークに向けての検討チーム立上げ 

 デジタル技術の活用によりお客さまの課題解決・利便性向上を図り、お客さま満足度を向上させる 

業務BPR 

店舗ネットワーク再編 

デジタル化 
（ペーパーレス・印鑑レス） 

 
簡単・いつでも・どこでも 

 

お客さまの利便性向上 
＋ 

当行の生産性向上 モバイルアプリ ダイレクトセンター 

オンライン相談システム Web申込・電子契約 

お客さま接点の強化 

  デジタルチャネルによる多様なお客さまのライフスタイルに対応 効
率
化 

お
客
さ
ま
満
足
度
の
向
上 

課題解決 

利便性向上 

 

 お客さま目線に立った 
相談しやすい店舗レイアウトや 
相談体制づくり 

 お客さまニーズに応える 
多様なソリューション提案を 
可能にするデジタルインフラの整備 

 

 相談業務中心の 
店舗コンセプトの検討 

 オンラインサポートの実装 

 お客さま目線に立った 
チャネル（デジタル・店舗）の 
機能向上 

 デジタル 
• Web・アプリ完結サービスの拡充 
• デザイン・操作性の継続的改善 
• 他社サービスとの連携強化 

 店舗 
• 印鑑レス・ペーパーレス化 
• 事務フローの簡素化・自動化 

簡単・スピーディー 
いつでも・どこでも 

先見性・革新的 
実現可能 

対応の方向性 今後の検討課題 お客さまニーズ 

（4）参考：お客さま満足度の向上への取組 

3.2021年度アクションプラン 

 データ活用の高度化：データ統合基盤整備、外部とのデータ連携拡充 
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奈良みらいデザイン（地域活性化事業会社）の取組み 

当行グループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

南都銀行 

＜ナント＞創業支援パッケージ
＜ナント＞創業支援ファンド 

2020年10月1日創設 

3.2021年度アクションプラン 

（4）④事業化支援に向けた取組 

現状の取組体制 2021年度の具体的取組 目指す姿 

2021年度アクションプラン 
 インキュベーション※機能の拡充 

• 県内創業融資シェアの向上 

• 地域事業者や外部機関等との連携 

 CVC投資による地域企業との協業創出 

• 投資先と地域企業のオープンイノベーション創出 

 事業主体としての地域活性化 

• 奈良みらいデザイン（地域活性化事業会社）の事業立上げ 

 

南都 

キャピタルパートナーズ 

投資専門子会社 

2020年10月1日設立 

奈良 

みらいデザイン 

地域活性化事業会社 

2021年4月1日設立 

創業支援 

エクイティ 

事業創出 
                     ・ 地公体等と連携したまちづくり 不動産・まちづくり事業 

                     ・ ECを通じた奈良の面白さの発信 EC事業 

                     ・ 奈良県農産品のブランド力向上 アグリ事業 

人が集まる              
まちづくり 

人が来る 

人が住む 

観 光 事業創出 

人が働く 

2021年度 
アクションプラン 

 グループ一体で地域事業に参画し、地域経済の潜在的な稼ぐ力の創出・育成に取り組む 

 地域の生産性向上に向けて銀行業務の枠を超えた事業展開により、地域経済の活性化に取り組む 

   ※インキュベーション…事業の創出や創業を支援するサービス・活動 
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94.5% 
92.9% 

87.9% 

5.5% 
7.1% 

9.4% 

2.7% 

80%

85%

90%

95%

100%

2019年度 

実績 

2020年度 

実績 

2024年度 

計画 

銀行単体 関連会社・外部出向 戦略的分野 

経営人材の輩出 

付加価値創造力の高い 

個性派集団の形成 

 
 

画一的な 
キャリアパス 

現状 

     目指す人材 

外部経験や 
経営スキル 

習得機会の不足 

 人材の多様化 

• 中途採用拡大の検討 

• 女性活躍推進策の具体化 

 知識・スキル・経験の多様化 

• 副業制度の導入 

• 希望職種や適正に応じた配置 

• グループ会社間の人材交流 

• 若手の外部出向 

 評価制度の高度化 

• 評価者訓練の充実 

• 適切なフィードバック 

 

            

必要な要素 

リーダーシップ 

多様な人材 

コミュニケーション 

多様な人材の創出 

1500

2019年度実績 2020年度実績 2024年度計画 

戦略的分野 

関連会社・外部

出向 

銀行単体 

2473 2387 2150 

人員計画（単体） 

必要なスキル・資質 2021年度の具体的な取組 

IT・リスク管理・M&A 
マーケティング（データサイエンティスト） 

新規事業立上げ等 

アイデア発想力 
俯瞰的視点 

コミュニケーション能力等 

人的資源の量的確保 

 店舗ネットワーク再編による人員の捻出 
 営業店・本部の業務改革による事務処理作業からの解放 
 女性の積極的登用 

経営人材 

人材の多様化 

適材適所 

適正な評価 

地域の発展 

当行グループ 
の収益性向上 

戦略的分野・ 
関連会社・外部出向へ
全体の15％を配置  

2021年度 
アクションプラン 

 戦略実現に資する人材を確保・育成するため、中途採用の拡大、人材育成プログラムの高度化
を図るとともに、多様な人材を適正に評価する仕組の構築に取り組む 

現状 

2473 2387 

10％削減 

人員構成比（グループ） 

戦略的分野・関連会社・外部出向の構成比を上昇  

2020年度の取組～2021年度の継続的な取組 

 
 おもしろい人材と基本 

行動を説明・浸透 
 特徴的スキルの把握 

 

１対１ディスカッション 
 
 おもしろい人材候補者 

の意識改革・思考力を 
強化 
 

集合ディスカッション 
 

 ロジカルシンキングの 
集合研修・休日セミナー 
の実施 

 

論理的思考力の強化 

 資格取得にかかる 
補助金・奨励金の拡充 

 2020年度実績 
資格保有者:36人増加 

資格取得の促進 

 中途採用拡大 

 経営人材育成プログラム実践 
• 事業会社等への若手の出向 

機会の創出 
• 副業制度の導入 
• 若手のグループ会社間の人材交流促進 
• 適性に応じた戦略的配置 

 適正な評価と処遇 
• 考課者レベルの向上 
• 行員の多面情報の 

収集・データベース化に 
  基づく活用 

＋ 

3.2021年度アクションプラン 

（4）⑤戦略実現のための人材確保・育成への取組 
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事務改革 

商品廃止 本部業務削減 

 証書式定期廃止 

 紙・ＦＤ・ＭＴの 

ＥＢ化 

※2021年2月より実施 

既存業務    

●割削減済み 

(●万時間/年) 

既存業務 

67万時間/年 

重要性 

削減効果 

削減業務実施 

「非対面・非接触・Web化」をコンセプトに商品廃止 「廃止・集中化・外注化」による業務削減 

 

 

 

 323商品
（37％） 

全869商品 

廃止・ 
新規取扱中止 

事務量・コスト 

リスク・効果 

廃止・新規取扱中止決定 

対象商品 

 預金 
 融資 
 決済 
 為替 
 サービス 

（2020年2月～2021年4月） 

拠点数※   

 138か店 
2020年2月 

共同店舗化33店舗 

空中店舗化 4店舗 

昼休業    21店舗 

合 計    65店舗 

 

2020年2月比 

約3割削減 

 

2030年度 

※まほろば支店               
（インターネット支店）を除
く 

拠点数※           

105か店 
2021年4月 

隔日営業  4店舗 

実施 

店舗ネットワーク再編 

地域のマーケット環境に応じて店舗ネットワーク再編 

これまでの実績 今後の取組 

窓口ATM 56店舗 
店舗形態に合わせて

順次導入 

受付ナビ 全店導入済 
（新規口座開設・一部諸届） 

受付可能取引拡大
による電子化率向上 

後方集中化 ６か店で試行 
センター受入態勢 

構築 

３つのレス（キャッシュレス・ペーパーレス・バックレス） 
に向けた事務改革 

138 

105 
95 

50

100

150

2020年2月 2020年度 2024年度 

店舗拠点数
※ 

※まほろば支店               
（インターネット支店）を除く 

約3割削減 
（2020年2月比） 

869 
546 

323 

0

600

2019年度 2021年度以降 

削減数
※ 

約4割削減 

67 
57 54 

10 13 

20

60

2019年度 2020年度 2021年度以降 

削減時間 

約2割削減 

 コスト・リソース最適化に向けた各施策は着実に進捗しており、今後もお客さまの利便性に 
配慮しつつ、継続して業務効率化に取り組む 

2021年度 
アクションプラン 

（拠点数） 

（商品数） （万時間/年） 

※廃止・新規取扱中止商品 

（4）⑥業務効率化への取組 

3.2021年度アクションプラン 

当初2030年度 
予定から前倒し 

再編前 計画 
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経営人材の輩出 

付加価値創造力の高い 

個性派集団の形成 

 
 

3.2021年度アクションプラン 

（4）参考：人員数の推移 

画一的な 
キャリアパス 

現状 

     目指す人材 

外部経験や 
経営スキル 

習得機会の不足 

            

必要な要素 

リーダーシップ 

多様な人材 

コミュニケーション 

戦略的分野・ 
関連会社・外部出向へ
全体の15％を配置  

 人員数を毎年計画的に減少させていく中、主に業務効率化の推進により、少人数で効率的な運営が可能な態勢
を整備していく 

2,330  2,217  2,146  
1,917  

140  
170  190  

205  

0

1,000

2,000

3,000

2019年度 

実績 

2020年度 

実績 

2021年度 

計画 

2024年度 

計画 

単体 関連会社出向・外部出向 

2,387 2,336 

2,122 

（名） 

2,470 
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3.2021年度アクションプラン 

（4）⑦リスク管理・ガバナンスの高度化への取組（1/2） 

 経営環境の変化に柔軟に対応し、適時・迅速に軌道修正できるガバナンス態勢を構築し、
長期的な企業価値の向上に取り組む 

 取締役会で議論・審議すべきテーマの高度化 

• 経営計画の進捗のモニタリングの徹底 

• 気候変動問題への対応などのサステナビリティ課題に関する中長期的な視野での議論の深化 

 リスクの識別・評価・コントロールプロセスの強化 

• 重点審査案件の抽出に向けたAIの活用 

• 環境変化に伴い多様化するリスクの洗い出しとコントロールプロセスの確立 

 政策保有株式の保有方針の明確化 

 女性役員の登用を検討 

社外取締役の視点を経営戦略に反映 

 取締役会 意見交換会 

指示 報告 

 監査役会 

 経営陣 

現業部門 管理部門 内部監査部門 

監査 

助言 

モニタ
リング 

監査 

提言 

報告 

監査部 

コンプライアンス 

リスクマネジメント 

法務・財務 

新規事業 

グループ会社 

市場運用 

取締役会の機能を強化し、不確実性の高い経営環境下において適時迅速に重要な意思決定を実行できるガバナンス態勢構築 

2021年度 
アクションプラン 

 社外取締役への事前説明の充実 
   ・事前説明により、取締役会において、より建設的な討議を実施 

 取締役会における意見交換会の設置 
   ・取締役会での議案審議終了後、中長期的なテーマを 
    議論する場として意見交換会を設置 

 指名・報酬諮問委員会の設置 
   ・委員長（議長）は社外取締役 
   ・委員の過半数を社外取締役で構成 

   

取締役会を審議の場から討議の場へ 
取締役等の登用や報酬決定における 

独立性・客観性・透明性の確保 

2020年度の取組 
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3.2021年度アクションプラン 

2021年度 
アクションプラン 

 マネロン・テロ資金供与対策における実効的な態勢整備を促進する 

A …アクションプラン 

マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策 

 継続的顧客管理の本格実施（2022年4月～）に向けた態勢整備 

• 顧客属性情報等のWeb収集ツール導入 

• 顧客属性情報等収集業務の外部委託先選定 

• 継続的顧客管理にかかる業務運営態勢整備 

 改正金融庁ガイドラインへの対応 

• 疑わしい取引の分析高度化 

• 提携先等のリスク管理態勢チェック導入 

2021年度の具体的な取組 

(4) ⑦リスク管理・ガバナンスの高度化への取組（2/2） 

2020年度の取組～2021年度の継続的な取組 

 
 顧客リスク評価システムの 

新規導入 

 

リスクの特定・評価 

 
 フィルタリングシステムの更改 
 外国PEPsフィルタリングの 

外部委託 
 

リスクの低減 

 
 外国人顧客への取引目的等 

確認の実施 
 

継続的顧客管理の本格実施に 
向けた態勢整備 

 マネロン・テロ資金供与 
管理態勢を整備していく 
 
【対応期限：2024年3月】 
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3.2021年度アクションプラン 

（4）⑧SDGsへの取組 

2021年度 
アクションプラン 

 環境変化を踏まえ、当行グループが取り組むゴールの中でも、特に「女性を含む多様な人材
の活躍推進」と「気候変動問題への対応」に焦点をあてる 

A …アクションプラン 

 「女性活躍推進法」に基づく2年間の行動計画 
• 係長クラス以上の役職者に占める比率15％以上 
• ファミリーサポート休暇取得率100％ 

 女性支援プログラムの展開 

 アンコンシャス・バイアス※１解消のための研修等の 
実施 

ジ
ェ
ン
ダ
ー 

平
等 

気
候
変
動
問
題
へ
の 

対
応 

 プラスチックの代替となる新素材「LIMEX（ライメックス
）」を開発・製造・販売する株式会社TBMに対し、当
行が主幹事となり、地銀10行による総額24億円のシン
ジケートローンを組成 

本ローンは、「LIMEX」の本格的な量産工場の建築資
金を目的としており、㈱日本格付研究所のグリーン評価
において最上位の「Green1」を取得 

 TCFD※2への賛同表明 

 グリーンファイナンスの推進 

 係長クラス以上の役職者に占める比率14.5％ 

 女性の渉外担当者195名 

 ファミリーサポート休暇取得率100％ 

2021年度の具体的な取組 

環境ベンチャーのシンジケートローン組成 

女性活躍推進法に基づく活動 

これまでの取組 

※1：アンコンシャス・バイアス…無意識の偏見 ※2：TCFD…民間主導の「気候関連財務情報開示タスクフォース」 

2020年度の取組 

 女性を含む多様な人材の活躍推進 

• 「女性活躍推進法」に基づく2年間の行動計画を策定 

• アンコンシャス・バイアス※1解消のための研修等の実施 

 気候変動問題への対応 

• TCFD※2提言への賛同表明 

• グリーンファイナンスの推進 

 案件組成や与信審査、経営 
  改善支援などあらゆる与信に 
  関する場面における判断や行 
  動の指針として制定 
 環境や社会に与える影響が大 

きいと考えられる「兵器」「石炭 
火力発電」「森林伐採」の業種・ 

  セクターに対して融資を行う場合 
  は十分に留意する 

融資ポリシー制定 

 プラスチックの代替となる新素材 
「LIMEX（ライメックス）」を開発 
製造・販売する株式会社TBM 
に対し、当行が主幹事となり、地 
銀10行による総額24億円のシン 
ジケートローンを組成 

 ㈱日本格付研究所のグリーン評 
  価において最上位の「Green1」 
    を取得 

環境ベンチャーの 

シンジケートローン組成 

 「SDGｓ」の取組に賛同 
  いただける企業が対象 
 当行が優先して取り組む 

7つのゴールの課題解決に 
繋がる物品等を地方公共団体 
や学校・病院に寄付 

 2020年度実績 
79件/59億円起債 

SDGｓ私募債 

 太陽光発電やバイオマス発電 
などの再生可能エネルギーの 

  プロジェクトファイナンスを対応 
 2020年度実績 

6件/5.3億円組成 

【年間の発電量合計:約108GWｈ】 
【年間のCO2削減効果:約5万t-CO2】 

再生可能エネルギーの 

普及・促進 

CO2削減効果：年間発電量（計画値）に案件所在地の系統電力の電気事業者別排出計数を乗じて当行が算出 

 SDGsポリシーの制定：「なんとミッションである「地域の発展」「活力創造人材の創出」「収益性の向上」の遂行を通じ、持続
可能な地域社会の実現に向けて、地域が抱える社会問題を主体的に解決してまいります。」 
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MEMO 
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 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 
 こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 
 将来の業績は、経営環境の変化などにより、計画対比異なる可能性があることにご留意下さい。 

【本件に関するご照会先】 

  株式会社南都銀行 経営企画部  

   TEL  0742-27-1552 

   FAX  0742-20-3614 

   E-mail ir-souki@nantobank.co.jp 

   URL  https://www.nantobank.co.jp 


